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地震，1946 年の南海地震，1993 年の北海道南西沖地震，そして 2011 年 3 月 11 日に未曾
有の被害をもたらした東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）が，津波被害を伴い発生
している．  














 これを受けて，徳島県では今後 30 年以内に 70%～80%の確率で発生すると言われてい
る南海トラフ巨大地震を迎え撃つため，2012 年 10 月 31 日に「徳島県津波浸水想定」を























・ 比較的津波高が高いこと  
・ 紀伊水道と太平洋の両方の影響を受けること  






徳島県阿南市は，徳島県南部に位置する人口 73,834 人（2018 年 3 月 31 日）徳島県第
2 の都市である（図 1- 1）．阿南市は，紀伊水道及び太平洋に面していることから，南海
トラフ巨大地震による津波被害の脅威にさらされている．ひとたび南海トラフ巨大地震
が発生すれば，市全域が震度 6 強から震度 7 の揺れに襲われ，最大津波高は 16.3m に達
するとともに，阿南市の面積の約 16％にあたる 45km2 が浸水するとされ，最大で全壊
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 本研究の対象とする地震・津波については，東海地震を想定した 1978 年制定の大規模
































































年 6 月 1 日現在，全国で 15 市町が作


















表 2- 1 推進計画作成状況  




















 これら区域の指定については，2020 年 6 月 1 現在，津波災害警戒区域は，津波浸水想
定設定済の 36 道府県 4)（表 2- 2）のうち，道府県内の一部でも指定されているものも含
めて，17 道府県 4)が指定済み（表 2- 3）となっている．徳島県では，全国に先駆けて 2014





える．伊豆市が全国で唯一指定できたのは， 2018 年 11 月に筆者らが伊豆市で行った現







表 2- 2 津波浸水想定の設定状況  
2020 年 6 月 1 日現在  
 
設定済の道府県名 設定日 設定済の道府県名 設定日
北海道 （日本海沿岸） 平成29年 2月 兵庫県
青森県 （阪神、淡路、神戸、播磨地域） 平成26年3月
（下北八戸沿岸の一部） 平成24年10月 （日本海側） 平成30年3月
（陸奥湾、下北八戸沿岸の残部） 平成25年2月 和歌山県 平成25年4月
（津軽、陸奥湾沿岸、下北八戸の一部（変更）） 平成27年3月 鳥取県 平成30年3月
秋田県 平成28年3月 島根県 平成29年3月
山形県 平成28年3月 岡山県 平成25年4月
福島県 平成31年3月 広島県 平成25年4月
茨城県 平成24年8月 山口県
千葉県 平成30年11月 （瀬戸内海沿岸） 平成26年1月
神奈川県 平成27年 3月 （日本海沿岸） 平成27年3月
新潟県 平成29年11月 徳島県 平成24年12月
（一部変更） 令和 2年 3月 香川県 平成25年 4月
富山県 平成29年 3月 愛媛県 平成25年 6月
石川県 平成29年 5月 高知県 平成24年12月
岐阜県 平成29年 7月 福岡県 平成28年2月
静岡県 佐賀県 平成27年7月
（遠州灘、駿河湾沿岸、伊豆半島沿岸の一部） 平成25年11月 長崎県 平成26年4月
（伊豆半島沿岸の一部） 平成27年 8月 熊本県 平成25年4月
（伊豆半島沿岸の一部（変更）） 令和 2年 3月 大分県 平成26年3月
愛知県 平成26年11月 宮崎県 平成25年2月
三重県 平成27年 3月 （一部変更） 令和2年2月
京都府 平成28年 3月 鹿児島県 平成26年9月



















表 2- 3 津波災害警戒区域等の指定状況  








北海道(23市町村) 平成30年5月 和歌山県(19市町) 平成28年4月
北海道(3市町村) 平成30年6月 鳥取県(7市町村) 令和元年9月
北海道(1町) 令和元年7月 鳥取県(1市) 令和2年2月
北海道(1市) 令和2年1月 鳥取県(1市) 令和2年3月
山形県(1町) 平成31年3月 広島県 平成31年3月
山形県(2市) 令和2年3月 山口県(瀬戸内海沿岸) 平成27年3月
神奈川県(3市町) 令和元年12月 山口県(日本海沿岸) 平成28年2月
新潟県(12市町村) 令和2年1月 徳島県 平成26年3月
富山県 平成30年3月 愛媛県(4市町) 令和2年3月
静岡県(2町) 平成28年3月 福岡県(17市町) 平成30年3月
静岡県(1市) 平成30年3月 福岡県(2市) 平成30年7月
静岡県(3市町) 令和2年3月 長崎県 平成29年3月
愛知県 令和元年7月 沖縄県(39市町村) 平成30年3月







 現在，南海トラフ地震防災対策推進地域は，1 都 2 府 26 県 707 市町村が，南海トラフ
地震津波避難対策特別強化地域は，1 都 13 県 139 市町村が指定5)されており，徳島県で
は，南海トラフ地震防災対策推進地域が全県，南海トラフ地震津波避難対策特別強化地




ならないとされ，2014 年 3 月に「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」が作成された．
その後，2019 年 5 月には，南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）  発表時の対応な
ど最新の情勢に合わせて変更された．  












 推進計画の作成状況については，2019 年 5 月現在，対象 1 都 2 府 26 県全てで作成済













災害発生前に集団移転を行う場合は「防災集団移転促進事業」が第 1 の選択肢となる． 
防災集団移転促進事業は，「防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別
措置等に関する法律」（昭和 47 年法律第 132 号）により，豪雨，洪水，高潮その他の異
常な自然現象による災害が発生した地域又は建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第
39 条第 1 項の規定により指定された災害危険区域のうち，住民の居住に適当でないと認
められる区域内にある住居の集団的移転を促進するため，国が地方公共団体に対し事業
費の一部補助を行うものである．  









































(a) 住宅団地の用地取得及び造成に要する費用  
（団地を移転者に分譲する場合は国庫補助対象外）  
(b) 移転者の住宅建設・土地購入に対する補助に要する経費（住宅ローンの利子相当額） 
(c) 住宅団地に係る道路，飲用水供給施設，集会施設等の公共施設の整備に要する経費  
(d) 移転促進区域内の土地の買い取りに要する経費  
（やむを得ない場合を除き，移転促進区域内のすべての住宅の用に供する土地を買い
取る場合に限る）  
(e) 移転者の住居の移転経費（引っ越し費用等）に対する補助に要する経費  
(f) 事業計画等の策定に必要な経費  （補助率 1/2）  
などに 3/4 充当され，地方財政措置として残り 1/4 のうち 90%に一般補助施設整備等事













表 2- 5 開発行為に関わる主な法令   
 
 






























































 都市計画区域内であれば，同法第 29 条第 1 項により，あらかじめ，知事又は知事が
事務を委任した市町村長（徳島県では，徳島市，阿南市，つるぎ町）の許可が，基本的










(a) 予定建築物の用途に関する基準  
(b) 道路，公園，排水施設，給水施設等の公共施設に関する基準  
(c) 地区計画等が定められている場合の基準  
(d) 学校等の公益的施設に関する基準  
(e) 軟弱地盤，がけ等に関する基準  
(f) 開発区域が含まれる区域が災害危険区域等に含まれる場合の防災に関する基準  
 18
(g) 大規模開発における樹木の保存，表土の保全，緑地帯等環境の保全に関する基準  
(h) 大規模開発における道路，鉄道等の輸送に関する基準  
(i) 申請者の資力及び信用，工事施行者の施行能力に関する基準  
(j) 開発区域内の土地の所有者等，開発行為の妨げとなる権利者の同意  









 徳島県の都市計画（2019 年 3 月）8)によると，徳島県における都市計画区域は，7 市
7 町で指定されており，都市計画区域の面積は 62,500ha で県全体の面積 414,680ha の
約 15%にあたり，都市計画区域内人口は，570,725 人で県全体の人口 755,733 人の約 76%
にあたる．このうち，同法第 7 条で定める，すでに市街地を形成している区域及びおお
表 2- 6 市街化区域及び市街化調整区域の概要  8) 
 
 
面積(ha) 人口(人) 面積(ha) 人口(人) 面積(ha) 人口(人) 面積(ha) 人口(人)
徳島市 19,139 258,554 19,139 258,554 3,918 199,279 15,221 59,275
鳴門市 13,566 59,101 10,515 57,177 1,337 38,861 9,178 18,316
小松島市 4,537 38,755 4,537 38,755 897 23,720 3,640 15,035
阿南市 27,925 73,019 10,138 60,295 1,304 30,981 8,834 29,314
吉野川市 14,414 41,466 3,376 23,161 310 9,082 3,066 14,079
石井町 2,885 25,590 2,885 25,590 276 10,169 2,609 15,421
松茂町 1,424 15,204 1,424 15,204 328 9,346 1,096 5,858
北島町 874 22,446 874 22,446 433 16,137 441 6,309
計 84,764 534,135 52,888 501,182 8,803 337,575 44,085 163,607
日和佐 美波町 14,074 7,092 1,550 3,492
牟岐 牟岐町 5,662 4,259 2,250 4,163
藍住 藍住町 1,627 34,626 1,627 34,626
脇 美馬市 36,714 30,501 2,095 13,972
貞光 つるぎ町 19,484 8,927 447 3,696
池田 三好市 72,142 26,836 1,643 9,594





行政区域 都市計画区域 市街化区域 市街化調整区域
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むね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき「市街化区域」と，市街化を抑
制すべき「市街化調整区域」が 5 市 3 町で定められている．市街化区域については，面
積 8,803ha で都市計画区域の約 14%，人口 337,575 人で都市計画区域の約 60%にあた
り，市街化調整区域については，面積 44,085ha で都市計画区域の約 70％，人口 163,607
人で都市計画区域の約 29%となるなど，都市計画区域が定められた都市部へ人口が集中
する形となっている（表 2- 6）．  

















































２.４.５ 都市計画法上の課題  
まず，基本的に移転先の開発許可が必要となってくる．特に移転先が，市街化調整区
域であった場合は，農家用住宅や日用品販売店舗など限定的にしか許可されないため，










ないため，依然として集団移転への法制度上のハードルは高い状況である．   
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3) 中央防災会議災害教訓の継承に関する専門調査会：災害教訓の継承に関する専門調査会




状況（2020 年 6 月 1 日現在）  
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/content/001346819.pdf，参照 2020-7-11. 
5) 内閣府：南海トラフ地震防災対策推進地域・南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域
市町村一覧（2014 年 3 月 28 日現在），
http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/pdf/nankaitrough_shichouson.pdf，  
参照 2020-7-11. 

























































阿南市の人口は，住民基本台帳（2018 年 3 月 31 日）によると，総人口 73,834 人であ









また，2000 年から 2018 年までの住民基本台帳（各年 3 月 31 日）による地区別人口を









図 3- 1 阿南市地区別人口（2018 年 3 月 31 日）  
表 3- 1 阿南市地区別人口  
単位（人）
年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
富岡地区 11,889 11,796 11,682 11,697 11,589 11,614 11,483 11,407 11,291 11,192 11,043 10,945 10,879 10,827 10,780 10,759 10,787 10,663 10,692
宝田地区 3,114 3,097 3,101 3,034 2,967 2,953 2,960 2,979 2,998 3,009 3,004 3,030 3,024 3,049 3,048 2,992 2,947 2,970 3,024
中野島地区 5,134 5,109 5,117 5,081 5,064 5,040 5,033 4,970 4,969 4,925 4,899 4,833 4,838 4,860 4,835 4,779 4,725 4,688 4,690
長生地区 3,383 3,396 3,391 3,376 3,327 3,294 3,317 3,279 3,242 3,226 3,203 3,162 3,165 3,155 3,103 3,066 3,020 2,978 2,968
大野地区 2,761 2,772 2,776 2,783 2,762 2,726 2,717 2,697 2,676 2,627 2,614 2,619 2,593 2,563 2,524 2,497 2,477 2,435 2,405
加茂谷地区 2,796 2,768 2,732 2,699 2,652 2,610 2,595 2,548 2,471 2,409 2,341 2,321 2,278 2,218 2,183 2,123 2,093 2,050 2,010
桑野地区 4,468 4,425 4,395 4,361 4,351 4,334 4,319 4,233 4,231 4,213 4,166 4,132 4,092 4,059 4,046 3,992 3,931 3,889 3,837
見能林地区 11,155 11,119 11,260 11,304 11,355 11,259 11,214 11,195 11,155 11,140 11,166 11,052 11,001 10,897 10,842 10,839 10,750 10,620 10,441
新野地区 4,719 4,653 4,569 4,490 4,417 4,390 4,339 4,260 4,200 4,167 4,107 4,052 3,917 3,914 3,814 3,731 3,621 3,532 3,480
福井地区 2,864 2,813 2,802 2,771 2,743 2,718 2,686 2,666 2,602 2,564 2,520 2,473 2,422 2,381 2,341 2,287 2,235 2,182 2,136
椿地区 2,177 2,122 2,094 2,052 1,990 1,946 1,889 1,828 1,768 1,726 1,690 1,648 1,620 1,579 1,543 1,481 1,435 1,381 1,351
伊島地区 222 209 205 195 203 205 201 197 191 195 184 181 183 174 180 180 176 173 165
橘地区 3,629 3,540 3,493 3,431 3,383 3,322 3,220 3,154 3,109 3,023 2,960 2,881 2,821 2,780 2,728 2,666 2,612 2,516 2,417
那賀川地区 10,921 10,948 11,026 11,056 11,017 11,159 11,277 11,273 11,230 11,223 11,232 11,165 11,227 11,301 11,230 11,153 11,154 11,044 10,896
羽ノ浦地区 12,004 12,057 12,177 12,300 12,445 12,501 12,593 12,667 12,772 12,830 12,912 13,027 13,107 13,217 13,210 13,268 13,265 13,338 13,322





2011 年の東日本大震災が，阿南市の人口の増減に与えた影響について，4 次 (500m)メ
ッシュの人口データが提供 2)されている 2010 年と 2015 年の国勢調査のメッシュ人口を
比較し，地域別の人口増減の特徴を分析する．  
東日本大震災前後の 2010 年と 2015 年の各メッシュ人口を比較し，人口の増減状況を
示したのが図 3- 2 である．阿南市の人口は減少傾向を示しているが，全体的に「人口減」
















まず，L2 想定津波浸水深と人口増減率の関係を示したのが図 3- 3 である．人口増減率
が 0 未満，すなわち人口減少が生じているメッシュ数割合は，想定津波浸水深 0.3m 以
上で想定津波浸水深に応じて高くなっている．0.3m 未満では，内陸部の過疎が進んでい
る地域を含んでいるため，人口減少メッシュ割合が 70%前後と多くなっている．  
次に，海岸線までの距離との関係を示したのが図 3- 4 である．人口減少となっている
割合は，海岸線まで 1,000m 未満のメッシュで約 70%と最も高いものの，全体的には海
岸線までの距離に関係無く 60%前後であり，海岸線までの距離と人口増減率に目立った
関係性は，見いだせない．  








るが，海岸線までの距離との間に関係性を見いだせない要因の 1 つであると考える．  
 
 








































































































-100%以上-50%未満 -50%以上0%未満 0%以上50%未満 50%以上100%未満 100%以上
 
 



































阿南市の地区別人口について，表 3- 1 のデータから分析する．東日本大震災前後の人
口を比較するため，東日本大震災前の 2010 年の各地区人口を 1.0 として 2000 年から























富岡地区 宝田地区 中野島地区 ⾧生地区 大野地区
加茂谷地区 桑野地区 見能林地区 新野地区 福井地区





東日本大震災前（2000 年から 2010 年まで）の各地区における人口変化の傾向を調べ
るため，地区 i の人口 Pi を被説明変数，西暦年Ａを説明変数として，  
𝑃 = 𝛼 𝐴 + 𝛽 (3 − 1) 




図 3- 7 地区と L2 津波浸水想定区域 
表 3- 2 地区別人口の回帰分析結果 
 
 
α i β i 相関係数 R
富岡地区 -77.32 166539.59 -0 .98
宝田地区 -12.07 27225.45 -0 .68
中野島地区 -23.71 52567.73 -0 .98
長生地区 -20.28 43977.23 -0 .97
大野地区 -16.65 36111.55 -0 .93
加茂谷地区 -44.12 91058.86 -0 .99
桑野地区 -28.53 61515.00 -0 .99
見能林地区 -4 .86 20962.68 -0 .22
新野地区 -60.45 125585.05 -1 .00
福井地区 -32.57 68012.77 -0 .99
椿地区 -50.42 103023.18 -1 .00
伊島地区 -2 .60 5413.64 -0 .86
橘地区 -66.20 136027.73 -1 .00
那賀川地区 36.01 -61074.41 0.90
羽ノ浦地区 93.63 -175244.68 1.00









i と，実測人口 P i の適合度をχ 2 検定により行う．  






i とχ2 を求めたのが表 3- 









2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 χ2
11,889 11,796 11,682 11,697 11,589 11,614 11,483 11,407 11,291 11,192 11,043 10,945 10,879 10,827 10,780 10,759 10,787 10,663 10,692
11,903 11,826 11,749 11,671 11,594 11,517 11,439 11,362 11,285 11,207 11,130 11,053 10,975 10,898 10,821 10,743 10,666 10,589 10,512
3,114 3,097 3,101 3,034 2,967 2,953 2,960 2,979 2,998 3,009 3,004 3,030 3,024 3,049 3,048 2,992 2,947 2,970 3,024 33.381
3,080 3,068 3,056 3,044 3,032 3,020 3,008 2,995 2,983 2,971 2,959 2,947 2,935 2,923 2,911 2,899 2,887 2,875 2,863 ***
5,134 5,109 5,117 5,081 5,064 5,040 5,033 4,970 4,969 4,925 4,899 4,833 4,838 4,860 4,835 4,779 4,725 4,688 4,690
5,150 5,126 5,102 5,078 5,055 5,031 5,007 4,984 4,960 4,936 4,912 4,889 4,865 4,841 4,818 4,794 4,770 4,746 4,723
3,383 3,396 3,391 3,376 3,327 3,294 3,317 3,279 3,242 3,226 3,203 3,162 3,165 3,155 3,103 3,066 3,020 2,978 2,968
3,414 3,393 3,373 3,353 3,332 3,312 3,292 3,272 3,251 3,231 3,211 3,190 3,170 3,150 3,130 3,109 3,089 3,069 3,049
2,761 2,772 2,776 2,783 2,762 2,726 2,717 2,697 2,676 2,627 2,614 2,619 2,593 2,563 2,524 2,497 2,477 2,435 2,405
2,802 2,786 2,769 2,752 2,736 2,719 2,703 2,686 2,669 2,653 2,636 2,619 2,603 2,586 2,569 2,553 2,536 2,519 2,503
2,796 2,768 2,732 2,699 2,652 2,610 2,595 2,548 2,471 2,409 2,341 2,321 2,278 2,218 2,183 2,123 2,093 2,050 2,010
2,823 2,778 2,734 2,690 2,646 2,602 2,558 2,514 2,470 2,425 2,381 2,337 2,293 2,249 2,205 2,161 2,117 2,072 2,028
4,468 4,425 4,395 4,361 4,351 4,334 4,319 4,233 4,231 4,213 4,166 4,132 4,092 4,059 4,046 3,992 3,931 3,889 3,837
4,460 4,432 4,403 4,375 4,346 4,318 4,289 4,261 4,232 4,204 4,175 4,147 4,118 4,090 4,061 4,033 4,004 3,975 3,947
11,155 11,119 11,260 11,304 11,355 11,259 11,214 11,195 11,155 11,140 11,166 11,052 11,001 10,897 10,842 10,839 10,750 10,620 10,441 115.067
11,235 11,231 11,226 11,221 11,216 11,211 11,206 11,201 11,197 11,192 11,187 11,182 11,177 11,172 11,167 11,162 11,158 11,153 11,148 ***
4,719 4,653 4,569 4,490 4,417 4,390 4,339 4,260 4,200 4,167 4,107 4,052 3,917 3,914 3,814 3,731 3,621 3,532 3,480
4,694 4,634 4,573 4,513 4,452 4,392 4,331 4,271 4,211 4,150 4,090 4,029 3,969 3,908 3,848 3,787 3,727 3,667 3,606
2,864 2,813 2,802 2,771 2,743 2,718 2,686 2,666 2,602 2,564 2,520 2,473 2,422 2,381 2,341 2,287 2,235 2,182 2,136 30.887
2,867 2,835 2,802 2,770 2,737 2,704 2,672 2,639 2,607 2,574 2,542 2,509 2,476 2,444 2,411 2,379 2,346 2,314 2,281 ***
2,177 2,122 2,094 2,052 1,990 1,946 1,889 1,828 1,768 1,726 1,690 1,648 1,620 1,579 1,543 1,481 1,435 1,381 1,351 15.114
2,187 2,136 2,086 2,036 1,985 1,935 1,884 1,834 1,783 1,733 1,683 1,632 1,582 1,531 1,481 1,431 1,380 1,330 1,279 **
222 209 205 195 203 205 201 197 191 195 184 181 183 174 180 180 176 173 165
214 211 208 206 203 201 198 195 193 190 188 185 182 180 177 175 172 169 167
3,629 3,540 3,493 3,431 3,383 3,322 3,220 3,154 3,109 3,023 2,960 2,881 2,821 2,780 2,728 2,666 2,612 2,516 2,417
3,628 3,562 3,495 3,429 3,363 3,297 3,231 3,164 3,098 3,032 2,966 2,900 2,833 2,767 2,701 2,635 2,569 2,502 2,436
10,921 10,948 11,026 11,056 11,017 11,159 11,277 11,273 11,230 11,223 11,232 11,165 11,227 11,301 11,230 11,153 11,154 11,044 10,896 95.488
10,944 10,980 11,016 11,052 11,088 11,124 11,160 11,196 11,232 11,268 11,304 11,340 11,376 11,412 11,448 11,484 11,520 11,556 11,592 ***
12,004 12,057 12,177 12,300 12,445 12,501 12,593 12,667 12,772 12,830 12,912 13,027 13,107 13,217 13,210 13,268 13,265 13,338 13,322 22.228
12,010 12,103 12,197 12,291 12,384 12,478 12,572 12,665 12,759 12,853 12,946 13,040 13,133 13,227 13,321 13,414 13,508 13,602 13,695 ***
81,236 80,824 80,820 80,630 80,265 80,071 79,843 79,353 78,905 78,469 78,041 77,521 77,167 76,974 76,407 75,813 75,228 74,459 73,834 134.788














































 まず，(1)回帰分析の結果から検証する．表 3- 2 において，相関係数の低いものは，推
計人口P
^





浸水深 5m 以上の割合（分母は津波浸水想定区域面積）を求め，それぞれ小さい順に 1～
15 点を配点し，その合計を求める．合計点数の上位から 3 地区ずつのグループに分け，
津波危険度が高い（点数が高い）順にＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅのランクを付けたのが，表 3- 
4 である．ただし，全く浸水しない地区はＥとする．  
 
 
表 3- 4 地区別津波危険度  
 
 
率 点数 率 点数
富岡地区 66.4% 11 1.0% 8 19 B
宝田地区 3.0% 4 0.0% 1 5 D
中野島地区 42.3% 9 0.0% 1 10 C
長生地区 0.6% 2 0.0% 1 3 D
大野地区 1.1% 3 0.0% 1 4 D
加茂谷地区 0.0% 1 0.0% 1 2 D
桑野地区 0 0 0 E
見能林地区 73.0% 12 11.3% 9 21 A
新野地区 0 0 0 E
福井地区 7.3% 6 42.8% 13 19 B
椿地区 6.8% 5 31.4% 11 16 C
伊島地区 24.7% 8 18.9% 10 18 B
橘地区 58.8% 10 33.3% 12 22 A
那賀川地区 90.8% 13 0.1% 7 20 A




























 東日本大震災後の人口変化について，東日本大震災が与えた影響を 4 次 (500m)メッシ
ュと地区別の分析結果から，次のことがわかる．  


















地価とする．公示価格は，地価公示法（昭和 44 年法律第 49 号）に基づいて，土地鑑定
委員会が毎年 1 月 1 日時点の標準地の正常な価格を公示するものである．また，基準地
価は，国土利用計画法施行令（昭和 49 年政令第 387 号）第 9 条に基づき，都道府県知事











期間のデータが揃っている表 3- 5 に示す 10 地点の地価について，2003 年度から 2018 年
度までの 15 年間の経年変化を示したのが図 3- 8 である．さらに，東日本大震災前後の
地価の変化を分析するため，東日本大震災前の  2010 年度の各地点の地価を  1.0 とした
のが図 3- 9 である．  
これらの図から，東日本大震災前後における地価の特徴は，次のとおりである．  
・ 地価が全ての地点において，15 年間で概ね半減している．  
・ 東日本大震災前の地価下落率が，震災後より大きい．  




・ 東日本大震災後で地価が上昇しているのは，羽ノ浦町のみである．  
・ 東日本大震災後の地価は，沿岸部の橘町が大きく下落しているものの，他の沿岸部
地域の下落傾向は見いだせない．  





表 3- 5 地価経年変化の分析地点 
 
 
地価区分 町名 地区名 地価地点
公示価格 津乃峰町 見能林地区 徳島県阿南市津乃峰町長浜433番53
公示価格 畭町 富岡地区 徳島県阿南市畭町新はり90番5外
公示価格 橘町 橘地区 徳島県阿南市橘町大浦27番7外
公示価格 見能林町 見能林地区 徳島県阿南市見能林町貞成38番8
公示価格 羽ノ浦町 羽ノ浦地区 徳島県阿南市羽ﾉ浦町古庄野神ﾉ本29番22外
基準地価 富岡町 富岡地区 徳島県阿南市富岡町東池田口7番2
基準地価 横見町 中野島地区 徳島県阿南市横見町中川原82番2
基準地価 加茂町 加茂地区 徳島県阿南市加茂町不け67番5外
基準地価 中大野町 大野地区 徳島県阿南市中大野町北傍示476番2
基準地価 那賀川町 那賀川地区 徳島県阿南市那賀川町芳崎47番外
 
 















富岡町 横見町 加茂町 中大野町 那賀川町



















富岡町 横見町 加茂町 中大野町 那賀川町
津乃峰町 畭町 橘町 見能林町 羽ノ浦町
 
 




















富岡町 横見町 加茂町 中大野町 那賀川町
津乃峰町 畭町 橘町 見能林町 羽ノ浦町
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(2) 対前年比の推移 
次に，2004 年度から 2018 年度までの間において，地価の対前年度増減率の分析を行
う．地価の対前年度増減率の推移を図 3- 10 に示す．この図から，東日本大震災前後にお
ける地価の対前年度増減率の特徴は，次のとおりである．  
・ 全体的傾向は，年々減少率が小さくなっている．   












[m]を説明変数，地点地価 [円 /m2]を被説明変数として，線形重回帰分析を行う．  
東日本大震災前の 2003 年度，2010 年度，震災後の 2011 年度，2018 年度で回帰分析








表 3- 6 地価の線形重回帰分析結果 
 
 
2003年度 -5.16 (-2.892) ** 3.82 (1.264) 3440.99 (1.078) 54293.06 (5.025) *** 0.847
2010年度 -4.19 (-3.425) ** 3.23 (1.557) 3022.74 (1.383) 35265.67 (4.766) *** 0.883
2011年度 -3.97 (-3.645) ** 3.13 (1.695) 2864.48 (1.470) 32304.17 (4.899) *** 0.892










東日本大震災前の 2010 年度を基準とした 2011 年度，2012 年度のそれぞれの増減率［%］
を被説明変数，地価の分析と同じ「最寄駅までの距離」，「海岸線までの距離」，「L2 想定











を式 (3-2)で行う．  
 
𝑙𝑛𝑃 = 𝛼 + 𝛽 𝑙𝑛𝑃 + 𝛽 𝑥 + 𝛽 𝑥 + 𝛽 𝑥 (3 − 2) 
 
 ここで， lnP1 i は地価地点 i の東日本大震災後における地価 [円 /m2]の自然対数値，
lnP2 i は地価地点 i の東日本大震災前における 2010 年度地価の自然対数値，x1 は最寄
駅までの距離 [m]，x2 は海岸線までの距離[m]，x3 は L2 想定津波浸水深 [m]，それぞれの
係数及び定数項をβ 0～ 3，αとする． lnP1 i を 2011 年度，2012 年度地価として重回帰分
析を行った結果が表 3- 8 である．  
 
表 3- 7 地価増減率の線形重回帰分析結果  
 
2011/2010 -2.3E-04 (-0.954) 2.96E-04 (0.733) 9.90E-02 (0.233) -8.02 (-5.575) *** 0.383









年度地価の自然対数に係る係数β 0 は，有意水準 1%で有意なことから信頼性は高い．「駅























表 3- 8 地価の対数重回帰分析結果 
 
2011 9.5E-01 (39.663) *** -8.1E-06 (-2.230) * 6.79E-06 (1.666) 4.61E-03 (1.084) 0.40 (1.581) 0.9997
















2) 総務省統計局：政府統計の総合窓口 (e-Stat)  https://www.e-stat.go.jp/about 
参照 2020-07-11. 
3) 徳島県：徳島県津波浸水想定（最大規模），2012 年 10 月 31 日，  
https://anshin.pref.tokushima.jp/docs/2012121000010/，参照 2020-07-11. 
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2012 年ハローページから 2,000 世帯を抽出した．アンケート調査は，2019 年 1 月 11 日
に郵送し 139 件が宛先不明で返送となり，同月 25 日を目処に回収した結果，748 件（回




 回答者の属性は，年代別では 70 代以上が半数以上を占め，定年退職したとされる 60
代以上では約 87%もある（図 4- 1）．性別では男性が約 8 割を占める（図 4- 2）．世帯人
数では，2 人が約 43%と一番多く，単身を合わせた 2 人以下では約 6 割を占めている（図
4- 3）職業では，無職が約 37%と一番多く，次いで会社員が約 20%となっている（図 4- 
4）．世帯年収では，200 万円以上～400 万円未満が 40%と一番多く，200 万円未満を含め
ると，年収 400 万円未満が約 65%を占める（図 4- 5）．  
 一方，阿南市の年齢構成は，2015 年国勢調査によると，70 代以上が 22%，60 代以上
 43
では約 38%となり，アンケート回答者の年齢構成と大きな開きがある（図 4- 6）．世帯人
数は，2018 年住宅土地･統計調査 6)によると，アンケート回答者と同じく 2 人が一番多
く，2 人以下も約 56%とアンケート回答者の世帯人数と大きな違いはなく，世帯年収で
は，300 万円未満が約 37%と一番多く，300 万円以上 500 万円未満を加えた 500 万円未
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図 4- 5 世帯年収  
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ある（図 4- 7）．想定津波浸水深が 0.3m を超えると，「条件が揃えば移転したい」も含め
て，住居移転を希望する者は約 3 割近くとなり，特に，想定津波浸水深が 5m 以上にな
ると，約 6 割が住居移転を希望している．  
また，「条件が揃えば移転したい」も含めた移転希望者のうち，個人移転を希望する者
は約 8 割もある一方，集団移転を希望する者は 2 割弱にとどまり，集団移転の難しさが
浮き彫りとなった（図 4- 8）．個人移転を希望する理由としては，「自身の世帯の考えで








図 4- 6 阿南市の人口構成  
 
表 4- 2 阿南市の世帯人員と世帯年収 
 
 
18.0% 8.0% 11.1% 12.6% 12.1% 16.1% 22.0% 0.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
10代以下 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 不明
１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人以上 計
300万円未満 15.0% 15.0% 4.6% 1.9% 0.5% 0.2% 0.2% 37.4%
300～500万円未満 4.3% 8.2% 5.9% 3.1% 1.6% 0.8% 0.2% 24.0%
500～700万円未満 1.4% 3.0% 4.3% 3.8% 1.3% 0.5% 0.5% 15.0%
700～1000万円未満 0.4% 1.7% 2.5% 3.8% 1.1% 0.5% 0.2% 10.1%
1000～1500万円未満 0.4% 0.8% 0.9% 1.2% 0.5% 0.4% 0.5% 4.6%
1500万円以上 0.0% 0.2% 0.4% 0.3% 0.1% 0.1% 0.2% 1.2%
不明 4.2% 1.7% 0.6% 1.1% 0.1% 0.0% 0.0% 7.7%







ている（図 4- 10）．  
 どの地域へ移転を希望しているかは，現在の「自宅から 5km 未満（車で 10 分くらい




浸水想定区域外や高く盛土された造成地と想定津波浸水深が 1m 未満でほぼ 100%とな
り，当然ではあるが津波の影響を受けないところを希望している（図 4- 13）．  
 住民の移転に関する代表的な行動としては，「現居住地から 5km 以内」の「阿南市内
の津波浸水想定区域外」へ「住宅の建て替え」のタイミングで「個人移転」するという
ものである．  





となっており（図 4- 14），「移転を考えたことが無かった」と回答した者のうち，約 78％











































図 4- 8 移転方法  
 
 
図 4- 9 個人移転の理由  
 
 
図 4- 10 移転のきっかけとなるもの  
 
 
図 4- 11 移転先の距離と自治体  
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図 4- 12 移転先自治体  
 
 
図 4- 13 移転先の想定津波浸水深  
 
 
図 4- 14 移転しない理由  
 
 
図 4- 15 移転を考えたことがない者の移動希望  
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3.5% 32.7% 13.1% 7.6% 11.6% 7.8% 14.8% 2.7%1.2%5.1%





















移転せず現地で復興すると回答した者が約 34%もいる (図 4- 17)．また，想定津波浸水深
が 5m 以上でも移転しないと回答した人が約 4 割いる．これらのことから，国や地方公

























































































































条件」，法的な制約等を避けるための「制度的な条件」の 4 条件を設定することとする． 
 
(1) アンケート調査による条件 
i. 阿南市内  
移転先自治体として，約 6 割が阿南市内を希望（図 4- 12）  
ii. 津波浸水想定区域外  
移転先の想定津波浸水深として，津波浸水想定区域外を希望（図 4- 13）  
iii. 交通の便が良い  
住居移転の影響度として，5 割弱が公共交通機関・道路整備が移転に影響（図 4- 16）  
 
(2) 地形的条件 
iv. 現地形が田，農地，森林のいずれかであって，その標高が 50m 未満   
容易に宅地開発が可能で，移転費用の抑制につながる . 
 
図 4- 17 被災後の住宅移転希望  
54.3% 11.4% 34.2%





v. 洪水浸水想定区域外（計画規模降雨）   
移転先において，河川の氾濫による浸水被害を受ける可能性が低い．  




vii. 都市計画区域外  
開発手続きが容易であること．  
以上の 4 条件に該当する i から vii の 7 条件を満たす地域について，表 4- 3 に示す国土




 選定に用いる GIS は，国土交通省の GIS ホームページ 7)からダウンロード可能な
GNU(General Public License)で提供されている QGIS を用いる．  






地形的条件である「標高 50m 未満の田，農地，森林」を GIS 上でレイヤーとして重ね合
わせたのが図 4- 18 である．その結果，阿南市の内陸部において再度災害の可能性が低
く，標高 50m 未満の田，農地，森林である条件に適合する地域が点在することがわかる．  
 これら点在する地域で，交通の便が良く，都市計画区域外の地域を抽出すると，「新野
地域」「桑野地域」の 2 地域において，住居移転できる規模の土地を確保することが可能
であることがわかる(図 4- 19)．  










図 4- 18 住居移転先候補地域  
 
 
図 4- 19 桑野地域・新野地域  
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４.４.３ 移転可能規模 






れ約 21%, 1%, 6%, 16%となっている．これらから住宅が建築可能な面積を算出し，１
住宅当たり 165m2（50 坪）として建築可能戸数を求めると，新野地域では 674 戸，桑





テム 9)の不動産取引価格情報で提供されている 2005 年 7 月～2018 年 9 月までの「宅
地」取引価格の平均値から算出する．その結果，新野地域では 19,319 円 /m2，桑野地域
では，21,164 円 /m2 であった．すなわち，この単価が，「用地取得・造成費」の単価と
なる．この単価に宅地面積を掛け合わせて用地取得・造成費を求めると，新野地域では
約 40 億円，桑野地域では約 85 億円の費用が必要になると推測される（表 4- 5）．  
 
 
表 4- 4 移転先の面積内訳及び建築戸数  
 
 





宅地面積 道路面積 集会施設面積 広場面積 その他面積
(55.6%) (21.1%) (1.4%) (5.8%) (16.1%)
新野地域 200,000 (20ha) 111,200 42,200 2,800 11,600 32,200 674







新野地域 200,000 (20ha) 19,319 38.6















進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律」（昭和 47 年法律第 132 号）により，
豪雨、洪水、高潮その他の異常な自然現象による災害が発生した地域又は建築基準法（昭






2.3 億円に，桑野地域では，約 85 億円の負担が 5.1 億円となる．これを移転戸数で割る








































で創設された「津波防災住宅等建設区制度」を活用する方法等もある．   
本章で行った移転候補地の選定については，GIS を活用して簡易にするため，移転候
補地の選定条件として，「アンケート調査による条件」，「地形的条件」，「再度災害防止の














3) 森田紘圭，大西暁生 :津波災害廃棄物軽減を目指した住宅移転に対する住民意向の分析 ,




日本建築学会計画系論文集，第 81 巻第 730 号，pp.2713-2721，2016. 
6) 総務省統計局：平成 30 年住宅・土地統計調査，
https://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2018/tyousake.html，参照 2020-07-11. 
7) 国土交通省：GIS ホームページ，https://nlftp.mlit.go.jp/index.html，参照 2020-07-11. 
8) 石丸時大，森傑，野村理恵：復興整備計画からみる防災集団移転促進事業の空間的特徴，
日本建築学会計画系論文集，第 80 巻，第 715，pp.1979-1989，2015. 
















 切迫する南海トラフ巨大地震は，100 年から 200 年の周期でマグニチュード 8 クラス
の地震が繰り返されており，地震が発生した場合には，最大，死者数約 231,000 人，全













































の 2 の自治体がシミュレーション津波を採用している．また，浸水深では，2m 以上や東
日本大震災津波で家屋が流出した箇所を対象としている自治体と，2m 未満も対象とし
ている自治体は，それぞれ約半数となっている．本研究では，災害危険区域の候補地を
選定する際に，これら結果を参考に選定の条件設定を行っている．   
 
５.１.３ 津波に関する災害危険区域指定条例の状況 





確認した（表 5- 1）．また，市町村では，松本ら 4)の研究が参考となり，東日本大震災の
被災地である 27 市町村において条例が制定され，災害危険区域の指定がなされている






表 5- 1 災害危険区域(津波）指定都道府県条例  
 
 
























































・南海トラフ巨大地震に係る L1※ 1，L2※ 2 津波想定  
が候補となる．本研究では，「将来的な自然災害リスク軽減」を目的としているため，既
往津波でなく，最新の知見のもと，あらゆる可能性が考慮されている「南海トラフ巨大




果について（第１次報告）」 5)において，建物の全壊割合が，水深 2m を超えると大幅に
増加することが示されていることや，松本ら 4)の研究でも，東日本大震災の津波被害を






















(a)  L1 津波 
徳島県が作成した報告書 7)に基づき徳島県内の L1 津波による浸水想定区域において，
想定津波浸水深が 0.01m 以上となる区域と 2m 以上となる区域を示す（図 5- 1）．また，
浸水想定区域内の人口・世帯総数・面積の市町別割合を 2015 年国勢調査 5 次メッシュ
（250m メッシュ）  8)から求めた（表 5- 3）．L1 津波の浸水想定区域全体（浸水深 0.01m
以上）を災害危険区域とすると，約 17 万人が居住し，経済活動の中心となっている沿岸
平野部が対象となる．また，家屋の全壊の危険性が高まる想定津波浸水深 2m 以上とす
ると，対象人口が約 8 割減の約 3.5 万人となり，地域も限られた沿岸平野部となる．  
 
(b) L2 津波 
徳島県津波浸水想定9)に基づき徳島県内における L2 津波による浸水想定区域（浸水深
0.01m 以上）と，想定津波浸水深が 2m 以上となる区域を示す（図 5- 2）．また，浸水想
定区域内の人口・世帯総数・面積の市町別割合を L1 津波と同様に求めた（表 5- 4）．  
L2 津波の浸水想定区域を災害危険区域とすると，約 40 万人の人口と，沿岸平野部の
 64
大部分が対象となる．特に，松茂町，北島町，小松島市では，居住地域のほぼ全てが対






浸水深 0.01m 以上         浸水深 2.0m 以上  
図 5- 1 L1 津波による浸水想定  
 




人口 世帯総数 面積 人口 世帯総数 面積 人口 世帯総数 面積 人口 世帯総数 面積
鳴門市 59,101 23,234 135.66 20,550 7,820 9.4 6,430 2,390 1.9 34.8% 33.7% 6.9% 10.9% 10.3% 1.4%
松茂町 15,204 5,881 14.24 10,510 4,060 6.2 1,420 570 0.5 69.1% 69.0% 43.5% 9.3% 9.7% 3.5%
北島町 22,446 8,824 8.74 1,110 420 0.0 0 0 0.0 4.9% 4.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
藍住町 34,626 13,133 16.27 1,060 380 0.1 280 90 0.0 3.1% 2.9% 0.6% 0.8% 0.7% 0.0%
徳島市 258,554 115,015 191.39 82,540 38,750 20.7 6,070 2,670 1.5 31.9% 33.7% 10.8% 2.3% 2.3% 0.8%
小松島市 38,755 15,233 45.37 25,170 9,910 12.0 3,460 1,350 0.5 64.9% 65.1% 26.4% 8.9% 8.9% 1.1%
阿南市 73,019 27,193 279.25 17,530 7,080 14.9 9,460 3,950 5.5 24.0% 26.0% 5.3% 13.0% 14.5% 2.0%
美波町 7,092 2,901 140.80 4,200 1,840 1.8 2,830 1,280 0.8 59.2% 63.4% 1.3% 39.9% 44.1% 0.6%
牟岐町 4,259 1,871 56.62 2,480 1,150 0.9 1,820 860 0.3 58.2% 61.5% 1.6% 42.7% 46.0% 0.5%
海陽町 9,283 4,198 327.65 3,920 1,810 3.3 3,480 1,600 2.3 42.2% 43.1% 1.0% 37.5% 38.1% 0.7%







 このように，L1 津波と L2 津波を比較すると浸水想定の状況が大きく異なることから，
津波条件は，南海トラフ巨大地震に係る L1 津波，L2 津波とし，両規模とも浸水深 0.01m
以上（津波浸水想定区域全体）と 2m 以上とする．  
 
 
浸水深 0.01m 以上         浸水深 2.0m 以上  
図 5- 2 L2 津波による浸水想定  
 
表 5- 4 L2 津波による浸水想定区域内の市町村別人口等  
 
単位:人口(人)，世帯総数(戸)，面積(km2)
人口 世帯総数 面積 人口 世帯総数 面積 人口 世帯総数 面積 人口 世帯総数 面積
鳴門市 59,101 23,234 135.66 51,020 20,280 34.3 46,400 18,380 21.4 86.3% 87.3% 25.3% 78.5% 79.1% 15.8%
松茂町 15,204 5,881 14.24 15,170 5,880 11.2 15,170 5,880 8.4 99.8% 100.0% 78.7% 99.8% 100.0% 59.0%
北島町 22,446 8,824 8.74 22,240 8,750 7.7 21,330 8,350 2.7 99.1% 99.2% 88.1% 95.0% 94.6% 30.9%
藍住町 34,626 13,133 16.27 7,240 2,790 1.4 1,320 480 0.0 20.9% 21.2% 8.6% 3.8% 3.7% 0.0%
徳島市 258,554 115,015 191.39 196,720 91,130 51.7 167,520 78,300 29.0 76.1% 79.2% 27.0% 64.8% 68.1% 15.2%
小松島市 38,755 15,233 45.37 38,420 15,160 28.1 33,850 13,330 21.3 99.1% 99.5% 61.9% 87.3% 87.5% 46.9%
阿南市 73,019 27,193 279.25 46,520 17,890 40.7 35,880 13,800 26.6 63.7% 65.8% 14.6% 49.1% 50.7% 9.5%
美波町 7,092 2,901 140.80 5,620 2,420 5.0 5,130 2,260 4.0 79.2% 83.4% 3.6% 72.3% 77.9% 2.8%
牟岐町 4,259 1,871 56.62 3,630 1,600 2.4 3,420 1,530 1.9 85.2% 85.5% 4.2% 80.3% 81.8% 3.4%
海陽町 9,283 4,198 327.65 6,270 2,820 7.3 5,140 2,330 5.7 67.5% 67.2% 2.2% 55.4% 55.5% 1.7%






L2 津波による浸水想定区域内の居住状況を 2015 年国勢調査 5 次メッシュ（250m メッ
シュ）8)により調査する．災害危険区域は，人家が集まり居住している地域を対象とする
ため，人口密度の基準を設定する．基準として，都市計画運用指針 10) による「都市計画
法施行令第 2 条第 3 号の中心の市街地を形成している区域とは，人口密度がヘクタール
当たり 40 人を超える市街地の連担している区域」を参考に 40 人 /ha とする．加えて，人
口密度が，全国平均 340.7 人 /km2 と比較して，徳島県は 184.2 人 /km2 と低く，全国平均






























(1) 南海トラフ巨大地震に係る L1 津波，L2 津波の浸水想定区域  
(2) 浸水深は 0.01m 以上（浸水想定区域）又は 2m 以上  
(3) 人口密度 40 人 /ha 又は 20 人 /ha 以上  
(4) 避難困難地域  
(5) 液状化の危険区域（条件 (1)で代替）  
を設定する．  
 これらの選定条件に該当する地域を，GIS で重ね合わせ，災害危険区域候補地を選定
していく．（図 5- 5）．  




鳴門市 48 5 43 500 ※ 距離 1.00 プラス20cm(里浦海岸) 905 1.5% ※準避難困難地域も含む
松茂町 45 5 40 1,488 ※ 時間 0.62 プラス20cm(徳島空港滑走路東端) 17,538 100.0% ※避難時間から計算
北島町 61 5 56 1,000 距離 1.00 最大波(徳島空港滑走路東端) 798 3.6%
藍住町 60 5 55 1,000 距離 1.00 徳島空港滑走路東端の到達時間を考慮 0 0.0% 避難困難地域存在しない
徳島市 41 10 31 1,000 距離 0.80 プラス20cm(マリンピア東端) 119,400 15.8% 避難困難人口は面積から推計
小松島市 41 5 36 500 距離 1.00 プラス20cm(小松島市本港) 29,896 77.1%
阿南市 12～30 5 7～25 540 ※ 距離・時間 1.00 プラス30cm(地区ごと) 29,654 40.6% ※避難可能時間9分から計算
美波町 7～15 5 2～10 120～600 時間 1.00 プラス30cm(地区ごと) 190 2.7%
牟岐町 11 5 6 360 時間 1.00 プラス20cm(牟岐漁港) 868 20.4%



















図 5- 4 L2 津波浸水想定区域と液状化危険度  
 
 














阿南市における L1 浸水区域内の人口密度の状況を図 5- 7 に示す．主な 40 人 /ha 以上
の地域は，内陸部に存在するため，L1 浸水想定区域から外れており，20 人～40 人 /ha の
地域が多い．次に，阿南市津波避難計画12) に記載の避難困難地域と図 5- 7 が重複する地
域を，GIS により浸水深別（0.01m 以上，2m 以上）に選定する（0.01m 以上：図 5- 8～
図 5- 11，2m 以上：図 5- 12，図 5- 13:沿岸部を北から南へ図示）．なお，那賀川地区と富


































図 5- 12 人口密度と避難困難地域（見能林地区 L1 浸水深 2m 以上）  
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浸水深 0.01m 以上では，人口密度 20 人 /㏊以上 40 人 /㏊未満で 2 地域（候補 L1a-(1)，
(2))，40 人 /㏊以上で 1 地域（L1b-(1))，合わせて 3 地域が，災害危険区域の候補地と選定
される．なお，浸水深 2m 以上では，選定条件が重複する地域は無い．  
 
５.３.２ Ｌ２津波に基づく検討 
L2 津波についても，５.３.１Ｌ１津波に基づく検討と同様に GIS による災害危険区
域候補地の浸水深別の選定を試みる（0.01m 以上：図 5- 14～図 5- 17，2m 以上：図 5- 18
～図 5- 21：沿岸部を北から南へ図示） .  
図 5- 14～図 5- 21 において，「人口密度 20～40 人 /ha 又は 40 人 /ha ～」と「避難困難
地域」が重複する地域を選定すると，浸水深 0.01m 以上では，人口密度 20 人 /㏊以上 40
人 /㏊未満で 13 地域 (L2a-(1)～ (13))，40 人 /㏊以上で 5 地域(L2b-(1)～ (5))，合わせて 18 地
域となる．また，浸水深 2m 以上では，人口密度 20 人 /㏊以上 40 人 /㏊未満で 8 地域 (L2c-

























































































表 5- 6 災害危険区域候補地一覧例 
 
 
※表中 L1a-(1)等の記号は，図中（図 5- 8～図 5- 21）の引出線の記号に対応  
表中 L1a-(1)等の「L1a」等は，図 5- 5 フローチャートの結果出力内の記号に対応  
想定津波種類
浸水深Ｈ








福村町北筋付近 L1a-(1) L2a-(6) L2ｃ-(3)
畭町新はり付近 L2a-(7)
日開野町付近 L2a-(8) L2b-(3) L2ｃ-(4)
富岡町付近 L2a-(9)
中林町原付近 L2a-(10) L2ｃ-(5)
見能林町ふちう付近 L2a-(11) L2b-(4) L2ｃ-(6) L2d-(2)
見能林町林崎付近 L2a-(12) L2ｃ-(7)
津乃峰町長浜付近 L1a-(2) L1b-(1) L2a-(13) L2b-(5) L2ｃ-(8) L2d-(3)





L1 津波による候補地の選定では，人口密度別に分類するすると 3 地域となるが，津乃
峰町長浜付近の L1a-(2)と L1b-(1)は隣接しているため，1 地域として扱い「福村町北筋付
近」と「津乃峰町長浜付近」の 2 地域とする．  
また，L1 津波については，発生頻度が高いが，津波高が低いため，浸水深 2m 以上で
候補地となる地域は無く，浸水深 0.01m 以上でも「福村町北筋付近」と「津乃峰町長浜
付近」の 2 地域のみである．  






L2 津波による候補地の選定では，浸水深 0.01m 以上 2m 未満において，人口密度別に
分類すると 18 地域となるが，日開野町付近の隣接する L2a-(8)，L2b-(3)は 1 地域とし，
同じく見能林町ふちう付近の L2a-(11)，L2b-(4)，津乃峰町長浜付近の L2a-(13)，L2b-(5)
も，それぞれ 1 地域として扱い，計 15 地域とする．また，浸水深 2m 以上において，人
口密度別に分類すると 11 地域となるが，浸水深 0.01 m 以上 2m 未満と同様に見能林町








 L1 津波及び L2 津波による候補地を比較すると，L2 津波の浸水深 0.01m 以上で選定さ
れた候補地が最も多くなっている．そして，これらの候補地は，L1 津波及び L2 津波の










の観点から，L1 津波と L2 津波別に候補地の絞り込みを試みる．  
 まず，発生確率の高い L1 津波は，被災の確率も高いため，広く候補地の選定ができる
よう選定条件を緩やかにし，安全側に条件を設定する．一方，発生確率の低い L2 津波で
は，過度の対策とならないよう選定条件を厳しくする．  
 次に，津波災害の危険度については，建物の全壊の危険性が浸水深 2m 以上を超える
と急速に高まることから，浸水深 2m 以上に絞りこむ．  
 さらに，津波災害の被災規模が大きくなる人口密度 40 人 /ha 以上の地域に絞り込む．  
以上から，L1 津波では，  
・  浸水深 2m 以上（危険度高）の候補地がないこと  
・  浸水深 0.01m 以上で，安全側で幅広に候補地を選定しても 2 地域 (L1a,L1b)と数が少
ないこと  
から，安全側で広く候補地を選定して災害危険区域候補地は 2 地域とする．  
L2 津波では，  
・浸水深 2m 以上（危険度高）であること  
・人口密度 40 人 /ha 以上（被災規模大）であること  




こととする．これらをまとめたのが，図 5- 22 であり，費用の面でも，L1 津波，L2 津波
で絞り込んだ 5 地域 (L1a,L1b,L2d)が，他の地域より優位となっている．  
これら，絞り込んだ 5 地域を表 5- 7 に示す．なお，表 5- 7 の人口，世帯総数について
は，250m メッシュデータ 8)から，面積等を勘案した推計値である．面積については，GIS
の計測機能による数値である．これによると，L1 津波では，災害危険区域の候補地とし
て 2 箇所，面積約 17ha，対象人口・世帯総数約 850 人・約 350 世帯が選定された．L2 津
波では，候補地として 3 箇所，面積約 26ha，対象人口・世帯総数約 1,640 人，約 510 世
帯となり，津波想定浸水深 2m 以上の条件を付したにも関わらず，津波規模が大きいた
 81









※「L2a」等の記号は，図 5- 5 フローチャートの結果出力内の記号に対応  
 
図 5- 22  L1・L2 別候補箇所数と生命・財産を失う危険度  
 





































No. 住所 人口(人) 世帯総数(世帯) 面積(ha)
候補L1a-(1) 阿南市福村町北筋付近 450 180 7
候補L1a-(2) 阿南市津乃峰町長浜付近 400 170 10
Ｌ１計 850 350 17
候補L2d-(1) 阿南市那賀川町中島付近 190 70 2
候補L2d-(2) 阿南市見能林町志んじやく付近 1,190 340 20
候補L2d-(3) 阿南市津乃峰町長浜付近 260 100 4
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13 県 139 市町村）1)で，住宅建築規制を可能とする津波災害特別警戒区域（レッドゾー



































阿南市をケーススタディとして，住居移転の可能性を推計するため，第 4 章の 2019 年
1 月に徳島県阿南市で実施したアンケート結果 4)と 2015 年国勢調査 5 次 (250M)メッシュ
データ 9)のメッシュ人口と世帯数及び L2 想定津波浸水深 10) を用いた．   
 
６.２.２ アンケート結果 
アンケートのうち，住居移転の可能性の推計に必要な集計結果を図 6- 1～図 6- 4 及び
表 6- 1 に示す．なお，集計に当たっては，推計に必要なデータが欠損しているアンケー
トは除いているため，第 4 章のアンケート集計結果と一致しない部分がある．  
図 6- 1 は，居住地の想定津波浸水深と住居移転希望について，居住地における想定津
波浸水深と住居移転希望レベル i を移転したい (i =1)，条件が揃えば移転したい (i =2)，
移転したくない (i =3)として集計したものであり，「移転したい」「条件が揃えば移転した
い」が，想定津波浸水深とともに増加する傾向が見られる．   





なお x は解決策毎の番号とする．  
  
 
                         n=629 
 
 
図 6- 1 想定津波浸水深と住居移転希望率    
 
表 6- 1 移転を妨げる要因と解決策   







































職場・学校の問題 13.6% 8.1% 5.3% 7.0% 時間経過：Ti1
経済的負担大 78.8% 78.4% 59.2% 67.1% 施策実施：Mi1
代々土地を離れたくない 10.6% 21.1% 32.2% 26.5% 無：Ni1
地域を離れたくない 10.6% 9.2% 20.3% 15.9% 無：Ni2
移転する体力不足 16.7% 21.6% 25.6% 23.4% 無：Ni3
移転先の生活不安 10.6% 15.1% 17.2% 15.9% 施策：Mi2
考えたことなし 10.6% 19.5% 39.7% 30.4% 無：Ni4
移転方法不明 12.1% 7.0% 3.6% 5.6% 施策：Mi3
移転時期が不都合 0.0% 4.9% 1.9% 2.6% 時間：Ti2












図 6- 2～図 6- 4 は，住居移転にかかる費用の補助について，土地取得費(k=1)，建築費
(k =2)に分けて，補助率による住居移転への影響度合いを集計したものである．移転に影
響する度合（強く影響する＋やや影響する）は，同じ補助率でも希望レベル i が 3（移転



























































































































が高い者を絞り込んでいく．   
(a) 図 6- 1 から「住居移転希望率」を二項ロジスティック回帰モデルで推計する．  
(b) 表 6- 1 から住居移転を妨げる要因の解決策により，「住居移転へ転換する率」を推
計する．  





































































住居移転希望レベル i の住居移転希望率 TW i は，想定津波浸水深 d （居住地の代表浸
水深）を説明変数として，  図 6- 1 のデータから TW i (d )を求めた結果，式(6-1)～ (6-3)，
表 6- 2 及び図 6- 5 で示す二項ロジスティック回帰モデルが得られた．モデルとしては，
図 6- 5 に示すように，想定津波浸水深 1m 未満での再現性は悪いが，1m 以上では再現性
も良く，表 6- 2 に示す推計結果からも，住居移転希望率の推計に十分利用できる．  
𝑇𝑊 (𝑑) =
1
1 + 𝑒 ( . . )
(6 − 1) 
𝑇𝑊 (𝑑) =
1
1 + 𝑒 ( . . )
(6 − 2) 
𝑇𝑊 (𝑑) = 1 − 𝑇𝑊 (𝑑) − 𝑇𝑊 (𝑑) (6 − 3) 
 
 






図 6- 5 想定津波浸水深による移転希望率の変化  
尤度比（p値） 11.316 (P < 0.001) 13.306 (P < 0.001)
0.157 (P < 0.001) 0.120 (P < 0.001)



























たり，表 6- 1 において「代々の土地を離れたくない」「移転する体力不足」等の回答をし
た「無：N ix」に該当する者は，「時間経過：T ix」，「施策実施：M ix」で解決できないこと
から，T ix，Mix の解決策を実施しても移転しないものとする．よって，解決策により移転




(𝑀 ∪ 𝑇 ) ∩ 𝑁 (6 − 4) 
 
なお，𝑀 = 𝑀 , 𝑇 = 𝑇  , 𝑁 = 𝑁  とする．  
 
住居移転希望レベル i のもと，施策実施 Mi により移転する率は，式 (6-5)で表される．
同様に時間経過により移転する率，移転しない率は，式(6-5)において Mi ，n = 3 をそれ
ぞれ T i ，n =2 と N i，n =5 として式(6-5a)，式 (6-5b)で推計できる．  
 
𝑃(𝑀 ) = 𝑃(𝑀 ) − 𝑃 𝑀 ∩ 𝑀     
+ 𝑃 𝑀 ∩ 𝑀 ∩ 𝑀 − ⋯   
+(−1) ∙ 𝑃 𝑀 ∩ 𝑀 ∩ ･･･  ∩ 𝑀  (6 − 5) 
 
 
図 6- 6 解決策で移転する可能性がある回答者  
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𝑃(𝑇 ) = 𝑃(𝑇 ) − 𝑃 𝑇 ∩ 𝑇     
+ 𝑃 𝑇 ∩ 𝑇 ∩ 𝑇 − ⋯   
+(−1) ∙ 𝑃 𝑇 ∩ 𝑇 ∩ ･･･  ∩ 𝑇  (6 − 5𝑎) 
 
𝑃(𝑁 ) = 𝑃(𝑁 ) − 𝑃 𝑁 ∩ 𝑁     
+ 𝑃 𝑁 ∩ 𝑁 ∩ 𝑁 − ⋯   
+(−1) ∙ 𝑃 𝑁 ∩ 𝑁 ∩ ･･･  ∩ 𝑁  (6 − 5𝑏) 
 
また，解決策により移転する率は，式 (6-6)となる．  
 
𝑃 (𝑀 ∪ 𝑇𝑖) ∩ 𝑁𝑖 = 𝑃(𝑀𝑖) − 𝑃(𝑀𝑖 ∩ 𝑁𝑖) + 𝑃(𝑇𝑖) − 𝑃(𝑇𝑖 ∩ 𝑁𝑖) 
             −{𝑃(𝑀 ∩ 𝑇 ) − 𝑃(𝑀 ∩ 𝑇 ∩ 𝑁 )}                                      (6 − 6) 
 
ここで，アンケートの Mi，T i，N i に該当する回答の選択は，お互いに影響を与えず独
立していることから，解決策により住居移転する転換率の理論値 TMi は，式 (6-6)より式
(6-7)で求められる．  
 
𝑇𝑀 = 𝑃 (𝑀 ∪ 𝑇 ) ∩ 𝑁  
= 1 − 𝑃(𝑁𝑖) ∙ 𝑃(𝑀𝑖) + 𝑃(𝑇𝑖) − 𝑃(𝑀𝑖) ∙ 𝑃(𝑇𝑖)   (6 − 7) 
 




表 6- 3 解決策による住居移転への転換率  
 
 
アンケート結果:式(6-6) 53.0% 36.8% 13.6%















ら推計する．土地取得費 (k =1)，建築費(k =2)において補助率 r の施策を行った場合，施
策（補助率）による移転率を TG ijk (r)として式(6-8)のロジスティック曲線で推計する．
推計では，移転に【「強く影響する」(j=1) 】と【「強く影響する」＋「やや影響する」(j=2) 】





1 + 𝑒 ∙
(6 − 8) 
 
TGijk (r)のパラメーターa i jk ，b ijk を，図 6- 2～図 6- 4 のデータから回帰分析で求めた
結果が表 6- 4 である．  
どのケースも 0.9 以上の相関で係数の p 値も概ね 0.05 より小さく図 6- 7～図 6- 9 で
示すように，補助率に応じて移転率が高くなる再現性の良い TG ijk (r)曲線が得られた．
なお，  i =1,  j =2 の時 bijk の p 値が 0.05 より大きいことから推計精度を高めるため，
６ .６以降は i 単独でなく集計 (i =1, 2 と 1, 2, 3)して推計する．  
 
 
表 6- 4 TG ijk(r)のパラメーター解析結果  
()内は p 値  
 
移転したい  条件揃えば移転したい 移転したくない
i=1 i=2 i=3
強く影響する 強く+やや影響する 強く影響する 強く+やや影響する 強く影響する 強く+やや影響する
j=1 j=2 j=1 j=2 j=1 j=2
aijk 3.391 (0.019) 2.796 (0.069) 4.555 (0.009) 4.096 (0.008) 3.684 (0.064) 3.654 (0.005)
bijk -2.906 (0.012) -1.339 (0.124) -3.665 (0.006) -2.235 (0.012) -3.955 (0.027) -2.986 (0.003)
k=1 相関R 0.981 0.931 0.991 0.992 0.936 0.995
aijk 3.488 (0.010) 2.422 (0.075) 4.576 (0.002) 3.782 (0.019) 4.109 (0.029) 3.792 (0.002)
bijk -2.724 (0.008) -1.068 (0.153) -3.551 (0.002) -2.000 (0.030) -4.118 (0.014) -3.022 (0.002)










































































る．住居移転の可能性を TP jkn とすると６.３～６.５の推計値の積として式 (6-9)で求め
ることができる．  
 
𝑇𝑃 (𝑑, 𝑟) = 𝑇𝑊 (𝑑) ∙ 𝑇𝑀 ∙ 𝑇𝐺 (𝑟) (6 − 9) 
 
住居移転希望レベル i の集計範囲 n を，移転希望がある（「移転したい」，「条件が揃
えば移転したい」）  n=2(i=1, 2) と，これに「移転したくない」を加えた n=3(i=1, 2, 3)
の  2 条件とし，これに TGijk (r)のパラメーターを求めた表 6- 4 の j×k の 4 条件を組み
合わせ，TP jkn(d , r)について推計した結果を図 6- 10～図 6- 13 で示す．なお，想定津波
浸水深 d は，代表例として 0m，4m，8m で計算した．  

































(a) 補助率 r=100%，想定津波浸水深 d=8m の場合  
・最小約 17% （図 6- 10）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい (n =2 :i =1, 2),  強く影響する (j=1),  
土地取得費(k =1)  
・最大約 26% （図 6- 11）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい＋移転したくない(n =3:i =1, 2, 3),  強
く影響する＋やや影響する (j=2),  土地取得費 (k =1) 
(b) 補助率 r=50%，想定津波浸水深 d=8m の場合  
・最小約 5% （図 6- 10）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい (n =2 :i =1, 2),  強く影響する (j=1),  
土地取得費(k =1)  
・最大約 14% （図 6- 13）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい＋移転したくない(n =3:i =1, 2, 3),  強
く影響する＋やや影響する (j=2),  建築費 (k =2) 
(c) 補助率 r=100%，想定津波浸水深 d=4m の場合  
・最小約 11% （図 6- 10）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい (n =2 :i =1, 2),  強く影響する (j=1),  
土地取得費(k =1)  
・最大約 21%（図 6- 13）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい＋移転したくない(n =3:i =1, 2, 3),  強
く影響する＋やや影響する (j=2),  建築費 (k =2) 
(d) 補助率 r=50%，想定津波浸水深 d=4m の場合  
・最小約 4% （図 6- 10）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい (n =2 :i =1, 2),  強く影響する (j=1),  
土地取得費(k =1)  
・最大約 11% （図 6- 13）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい＋移転したくない(n =3:i =1, 2, 3),  強
く影響する＋やや影響する (j=2),  建築費 (k =2) 
となり，補助率，想定津波浸水深が大きくなるほど移転可能性も高くなる．また，住居












































































































































 アンケート調査を実施した阿南市において，  GIS から求めた 5 次 (250M)メッシュ中
心点の L2 想定津波浸水深を d として，「メッシュ毎の TP jkn(d,r)：式 (6-9)」と，「2015
年国勢調査のメッシュ内人口・世帯数 9)」から，阿南市における移転可能性人口・世帯
数を推計する．  
まず，阿南市内のメッシュ m において，中心点の L2 想定津波浸水深 10)を dm，住居
移転希望率を TW im(dm)，人口を Jm，世帯数を Hm とする．   
  次に，阿南市の施策（補助率）による移転可能性人口を PJ jkn(r)，世帯数を PH jkn(r)と
すると，式(6-9)から，  
 
𝑃𝐽 (𝑟) = 𝐽 ∙ 𝑇𝑊 (𝑑 ) ∙ 𝑇𝑀 ∙ 𝑇𝐺 (𝑟)    
         = 𝑇𝑀 ∙ 𝑇𝐺 (𝑟) 𝐽 ∙ 𝑇𝑊 (𝑑 ) (6 − 10) 
 
𝑃𝐻 (𝑟) = 𝐻 ∙ 𝑇𝑊 (𝑑 ) ∙ 𝑇𝑀 ∙ 𝑇𝐺 (𝑟)          
          = 𝑇𝑀 ∙ 𝑇𝐺 (𝑟) 𝐻 ∙ 𝑇𝑊 (𝑑 ) (6 − 11) 
 
となり，  n=2(i=1, 2)と，n=3(i=1, 2, 3)に分けて，PJjkn(r)及び PHjkn(r)曲線を求め，図示
したのが図 6- 14～図 6- 17 である．  
 これらから阿南市で移転可能性のある人口・世帯数は，  
(a) 補助率  100%の場合  
・最小で約 3,500 人（図 6- 14），約 1,300 世帯（図 6- 16）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい (n =2 :i =1, 2),  強く影響する (j=1),  
土地取得費(k =1)  
・最大で約  7,300 人（図 6- 15），約 2,800 世帯（図 6- 17）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい＋移転したくない(n =3:i =1, 2, 3),  強
く影響する＋やや影響する (j=2),  建築費 (k =2) 
 
 100
(b) 補助率 50%の場合  
・最小で約 1,100 人（図 6- 14），約 400 世帯（図 6- 16）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい (n =2 :i =1, 2),  強く影響する (j=1),  
土地取得費(k =1)  
・最大で約  3,600 人（図 6- 15），約 1,400 世帯（図 6- 17）  
条件：移転したい＋条件が揃えば移転したい＋移転したくない(n =3:i =1, 2, 3),  強
く影響する＋やや影響する (j=2),  建築費 (k =2) 
と推計でき，阿南市の人口，世帯数に対する割合は，  
(a) 補助率  100%の場合  
・最小で人口，世帯数とも約 5% 
・最大で人口，世帯数とも約 10% 






































































































1) 住居移転希望率 TW i (d )は，想定津波浸水深 d に応じて高くなる．  
2) 移転を妨げる要因を解決すれば，移転希望者の約半数が，施策等により移転する可
能性がある．  
3) 施策（補助率）による移転率 TG ijk(r)は，補助率 r に応じて高くなる．  
ことが，明らかになった．また，具体的には，  
4) 住居移転可能性  TP jkn(d, r)は，補助率  r=100%，想定津波浸水深  d=8m の場合で
は，住居移転の可能性が最小約 17%，最大約 26%と推計され，命の危険が相当高い
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る地域を GIS により求めた．L2 津波の浸水想定区域や想定津波浸水深の規模が，
L1 津波に比べ格段に大きいため，L2 津波による災害危険区域の指定では，ほとん
どの地域が災害危険区域の候補地となり，候補地選定が困難になると予測していた．























(1) 住居移転対象となる「災害危険区域」の選定  
(2) 「住居移転先」の選定  
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